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国である。韓国のおもな輸出相手は，1 位中国，2 位米国，3 位日本の順
になっていて，2009 年ではこの 3 国への輸出が輸出総額の約 40％を占
める。中国が輸出相手国として第１位になったのは 2003 年からで，その
後は中国の経済成長とともに伸びてきた。韓国が輸出上位３国へ輸出して
いる財を国連の財別貿易統計 (BEC 分類 ) を用いてみてみる。この分類で





それによると図 1 〜 3 のようになっている。
図 1 より中国に対する輸出は，2003 年以降は生産財より資本財が多く
なり，年々増加していたが，2009 年は前年のリーマンショックの影響が
あり生産財が落ち込んだ。他方，消費財と輸送用機械は金額も多くなく増
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3.0％，自動車部品 2.9％，蓄電池 2.1％，電気機器部品 2.1％，エチレン












額があまり多くない。2009 年に日本に輸出している上位 20 品目で輸出
総額の約 50.4％に達する。これは米国への輸出上位５品目で 50％以上に
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ようなものがあるのかを表 1 からみてみる。表 1 および付表 1 は，韓国
からの輸出上位 10 品目を 2000 年から 2009 年まで掲載しているが，上
























明確になってこない。韓国にとって日本は，米国のように最終製品を輸出 ( 出所 ) World Trade Atlas
( 注 )　 ％は輸出総額に占める割合。
2007 年 （単位 ： 100 万ドル，％）
HS　Code 品目名 金額 シェア
1  8703 乗用自動車その他の自動車 34,482.8  9.3 
2  8542 集積回路 30,278.4  8.2 
3  8517 携帯電話を含む電話機 28,850.5  7.8 
4  8901 船舶 23,585.6  6.3 
5  2710 石油および歴青油， これらの調製品 23,342.3  6.3 
6  9013 ＬＣＤその他光学機器 19,640.6  5.3 
7  8708 自動車部品 11,657.6  3.1 




10  8529 電気機器部分品 6,713.6  1.8 
上位 10 品目の合計 195,428.0  52.6 
2008 年
HS　Code 品目名 金額 シェア
1  2710 石油および歴青油， これらの調製品 36,627.3  8.7 
2  8901 船舶 34,472.1  8.2 
3  8517 携帯電話を含む電話機 34,434.3  8.2 
4  8703 乗用自動車その他の自動車 31,287.5  7.4 
5  8542 集積回路 25,780.4  6.1 
6  9013 ＬＣＤその他光学機器 23,068.2  5.5 
7  8708 自動車部品 13,096.2  3.1 
8  8905 船舶および浮構造物 6,435.9  1.5 
9  8529 電気機器部分品 6,253.5  1.5 
10  8473 機械部品 6,161.1  1.5 
上位 10 品目の合計 217,616.5  51.6 
2009 年
HS　Code 品目名 金額 シェア
1  8901 船舶 37,223.2  10.2 
2  8517 携帯電話を含む電話機 29,530.6  8.1 
3  8542 集積回路 24,384.4  6.7 
4  9013 ＬＣＤその他光学機器 23,390.0  6.4 
5  8703 乗用自動車その他の自動車 22,399.2  6.2 
6  2710 石油および歴青油， これらの調製品 22,145.4  6.1 
7  8708 自動車部品 10,926.0  3.0 
8  8529 電気機器部分品 5,704.2  1.6 
9  8905 船舶および浮構造物 5,207.9  1.4 
10  8473 機械部品 5,074.9  1.4 
上位 10 品目の合計 185,985.7  51.2 
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中 3 国からの輸入は 2009 年に落ち込んでいる。2008 年までの傾向は，
中国からの輸入は資本財も生産財もウナギ登りという言葉で形容してもよ
い上昇傾向を示している。日本からの輸入は，生産財はウナギ登りといっ
てよいが，資本財については 2004 年をピークに 2008 年まで停滞または
微減傾向である。このことは，日本から輸入されていた資本財は，国内調
表 2　輸出比率と輸入誘発係数



















製造業 22.9  29.8  29.7  15.2  0.314  0.373  0.357  0.131
消費財 20.1  22.1  17.1  2.2  0.264  0.266  0.255  0.105
　 飲食料品 4.4  5.2  5.1  0.5  0.190  0.196  0.203  0.102
　 繊維 ・皮製品 47.0  49.2  39.8  7.9  0.327  0.316  0.310  0.128
　 木材 ・紙製品 7.4  12.5  11.7  2.2  0.382  0.383  0.351  0.138
　 印刷 ・出版複写 1.8  3.6  2.8  0.4  0.193  0.216  0.184  0.053
　 家具およびその他 24.1  29.7  24.5  6.9  0.263  0.291  0.279  0.122
基礎素材 14.2  19.4  19.8  8.5  0.356  0.422  0.399  0.177
　 石油 ・石炭製品 12.8  22.7  19.4  2.2  0.561  0.616  0.591  0.474
　 化学製品 18.8  22.5  25.2  11.5  0.338  0.380  0.374  0.129
　 非金属鉱物製品 3.0  6.1  5.1  7.0  0.181  0.220  0.231  0.072
　 第１次金属製品 13.0  17.4  19.0  10.3  0.391  0.420  0.410  0.186
　 金属製品 15.2  14.6  14.1  3.9  0.261  0.280  0.256  0.081
組立加工 33.3  43.1  44.6  28.4  0.308  0.387  0.369  0.113
　 一般機械 15.2  22.5  24.9  27.3  0.281  0.296  0.281  0.089
　 電機電子機器 47.5  50.8  54.9  29.2  0.347  0.459  0.448  0.136
　 精密機器 26.2  32.0  35.7  31.4  0.226  0.339  0.337  0.115
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ト，フィルム，ストリップ 4.6％，3 位集積回路 4.5％，4 位集積回路や
フラットパネルディスプレイ製造装置 3.4％，5 位有機化学品（環式炭化






た HS コードの品目である。すなわち 1 位集積回路 8.4％，2 位とうもろ
こし 4.6％，3 位集積回路やフラットパネルディスプレイ製造装置 3.9％，
4 位鉄鋼のくず 3.1％，5 位航空機 2.2％，6 位機械類 2.0％，7 位コールター


















































ト，フィルム，ストリップ 4.6％，3 位集積回路 4.5％，4 位集積回路や
フラットパネルディスプレイ製造装置 3.4％，5 位有機化学品（環式炭化






た HS コードの品目である。すなわち 1 位集積回路 8.4％，2 位とうもろ
こし 4.6％，3 位集積回路やフラットパネルディスプレイ製造装置 3.9％，
4 位鉄鋼のくず 3.1％，5 位航空機 2.2％，6 位機械類 2.0％，7 位コールター







































2009 年の世界からの輸入上位 10 品目とその相手国は，1 位石油
15.7％（サウジアラビア，アラブ首長国連邦，クエート），2 位集積回路






（日本 56.8％，中国 36.9％，台湾 3.7％），7 位携帯電話を含む電話機 1.4％
（中国 41.6％，日本 11.6％，米国 10.7％，マレーシア 6.8％，タイ 6.0％），
8 位集積回路またはフラットパネルディスプレイの製造装置 1.2％（日本
41.4％，米国 28.2％，オランダ 14.5％，ドイツ 9.2％，シンガポール 1.5％），
9 位鉄鋼 1.1％（オーストラリア 61.7％，ブラジル 30.5％），10 位半導
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会［1995：148-149］によると，1962 年の 7 件が最初である。その後，
次第に技術導入件数が増え，1967 〜 1976 年（第 2 次計画および第 3 次
計画）までの技術導入件数は２桁に増え平均 72 件である。これが，1977
〜 1986 年（第 4 次計画および第 5 次計画）は 3 桁の技術導入件数になり，
平均 330 件に増えた。その後 1987 〜 1994 年（第 6 次計画および第 7
次計画）までは，多いときで 760 件，平均して 500 件台の技術導入があっ
た。この技術導入で特徴的なことは，1994 年までは技術導入累計件数総
9166 件のうち，日本から導入した累計件数が 4453 件と圧倒的に多いと
いうことである。次に多いのは米国の 2562 件で，３番目に多いのはドイ
ツの 516 件である。
1962 〜 1976 年までは，日本への依存が高く，導入された 752 件のう
ち 494 件（65.7％）が日本からの導入であった。1977 〜 1981 年にはそ
の割合が 51.5％にまで低下してくる。さらに，1993 年になると，日本と
米国の導入件数割合はほぼ同数になり，1994 年で逆転する。これを電機
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ある（第 3 章参照）。DRAM の技術提携は，1983 年に三星電子が米国の
マイクロン・テクノロジーから 64 キロビット，256 キロビット DRAM
の技術導入をしてから本格的に始まる。徐正解 （ソ ジョンヘ）［1995：
106］は，1969 年からの技術導入件数でみれば，1993 年までに米国から
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の製造装置の輸入比率を金額ベースで 1987 〜 1995 年まで平均 92.4％，





約 25％，約 21％，約 20％と大きな割合を占める。そこで露光装置とド
ライエッチング装置の輸入状況を貿易統計から確認して，技術を導入した
国から輸入しているのかどうかをみることにする。
図 8 と図 9 は，半導体の材料にドライエッチングする装置および露光
装置（ステッパー）の輸入統計である。この統計分類は 2007 年に貿易コー










（出所）World Trade Atlas. 元データは韓国通関統計。
日本
米国
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図 5 では，韓国が日本から輸入する資本財が 2002 年から 2004 年まで
増加しているが，その後 2008 年まで伸び悩み，2009 年に急落していた。
これを図 8，図 9 と照らしあわせてみると，重なる時期は短いが，露光

























よれば，1995 年 4 月に LG 電子は米国のエレクトロ・プラグマ社からプ
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これを図 8，図 9 と照らしあわせてみると，重なる時期は短いが，露光
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晶パネルへのシャープの投資規模が 1500 億円に対して 2005 年のサ

































図 10　韓国の主要国からの HS9013 液晶デバイスの輸入
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の品目数は 1981 年には 924 品目にまで増えた（知識経済部［2007: 
199］）。この政策は，韓国が OECD 加盟を申請して以降段階的に縮小す
るが，結局 1997 年の韓国の経済危機における IMF からの融資条件にも
とづき 1999 年に撤廃されるまで続いた。しかし，この間 1987 年から






















































の品目数は 1981 年には 924 品目にまで増えた（知識経済部［2007: 
199］）。この政策は，韓国が OECD 加盟を申請して以降段階的に縮小す
るが，結局 1997 年の韓国の経済危機における IMF からの融資条件にも
とづき 1999 年に撤廃されるまで続いた。しかし，この間 1987 年から


















開発期間は 2013 年までの５年間，開発費は 500 億ウォン（約 50 億
円）。うち韓国政府が 200 億ウォンを拠出する。５年後の量産を目指す。 












韓 国 政 府 は 12 年 ま で に 900 億 ウ ォ ン（ 約 67 億 円 ） 近 く を
投資するプロジェクトを今年に入り本格化。国が旗振り役にな
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2000 年 （単位：100 万ドル，％）
HS　Code 品目名 金額 シェア
1  8542 集積回路 20,006.4  11.6 
2  8703 乗用自動車その他の自動車 11,896.0  6.9 






5  2710 石油および歴青油， これらの調製品 9,011.8  5.2 
6  8901 船舶 7,082.0  4.1 
7  8525 ラジオ放送用またはテレビジョン用の送信機器， テレビ
ジョンカメラ，デジタルカメラおよびビデオカメラレコーダー
6,287.2  3.6 
8  8540 熱電子管， 冷陰極管および光電管 3,573.7  2.1 
9  5407 合成繊維の長繊維の糸の織物 3,403.1  2.0 
10  8529 電気機器部分品 1,971.8  1.1 
上位 10 品目の合計 82,492.7  47.9 








韓国産業技術振興協会附設技術経営研究院 ［1995］ 『62-95 技術導入契約現況』（韓国
語）。
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2001 年 （単位：100 万ドル，％）
HS　Code 品目名 金額 シェア
1  8703 乗用自動車その他の自動車 12,029.4  8.0 
2  8542 集積回路 11,239.3  7.5 
3  8901 船舶 8,168.1  5.4 
4  8525 ラジオ放送用またはテレビジョン用の送信機器， テレビ
ジョンカメラ，デジタルカメラおよびビデオカメラレコーダー
8,139.5  5.4 






7  8473 機械部品 5,665.1  3.8 
8  8540 熱電子管， 冷陰極管および光電管 2,743.1  1.8 
9  5407 合成繊維の長繊維の糸の織物 2,709.5  1.8 
10  8529 電気機器部分品 2,220.4  1.5 
上位 10 品目の合計 68,136.1  45.3 
2002 年
HS　Code 品目名 金額 シェア
1  8703 乗用自動車その他の自動車 13,466.8  8.3 
2  8542 集積回路 12,265.8  7.5 
3  8525 ラジオ放送用またはテレビジョン用の送信機器， テレビ
ジョンカメラ，デジタルカメラおよびビデオカメラレコーダー
10,951.4  6.7 






6  8473 機械部品 7,888.2  4.9 
7  2710 石油および歴青油， これらの調製品 6,219.9  3.8 
8  8529 電気機器部分品 3,049.9  1.9 
9  8540 熱電子管， 冷陰極管および光電管 2,924.7  1.8 
10  5407 合成繊維の長繊維の糸の織物 2,409.8  1.5 
上位 10 品目の合計 76,981.6  47.4 
2003 年 （単位：100 万ドル，％）
HS　Code 品目名 金額 シェア
1  8703 乗用自動車その他の自動車 17,535.7  9.0 
2  8542 集積回路 15,469.0  8.0 
3  8525 ラジオ放送用またはテレビジョン用の送信機器， テレビ
ジョンカメラ，デジタルカメラおよびビデオカメラレコーダー
14,808.1  7.6 






6  8473 機械部品 8,316.0  4.3 
7  2710 石油および歴青油， これらの調製品 6,439.5  3.3 
8  8529 電気機器部分品 5,091.9  2.6 




上位 10 品目の合計 93,974.3  48.5 
2004 年
HS　Code 品目名 金額 シェア
1  8703 乗用自動車その他の自動車 24,632.1  9.7 
2  8542 集積回路 20,531.0  8.1 
3  8525 ラジオ放送用またはテレビジョン用の送信機器， テレビ
ジョンカメラ，デジタルカメラおよびビデオカメラレコーダー
20,340.1  8.0 
4  8901 船舶 12,206.5  4.8 






7  2710 石油および歴青油， これらの調製品 9,994.5  3.9 
8  8529 電気機器部分品 8,689.4  3.4 




上位 10 品目の合計 126,128.9  49.7 
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HS　Code 品目名 金額 シェア
1  8703 乗用自動車その他の自動車 17,535.7  9.0 
2  8542 集積回路 15,469.0  8.0 
3  8525 ラジオ放送用またはテレビジョン用の送信機器， テレビ
ジョンカメラ，デジタルカメラおよびビデオカメラレコーダー
14,808.1  7.6 






6  8473 機械部品 8,316.0  4.3 
7  2710 石油および歴青油， これらの調製品 6,439.5  3.3 
8  8529 電気機器部分品 5,091.9  2.6 
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2004 年
HS　Code 品目名 金額 シェア
1  8703 乗用自動車その他の自動車 24,632.1  9.7 
2  8542 集積回路 20,531.0  8.1 
3  8525 ラジオ放送用またはテレビジョン用の送信機器， テレビ
ジョンカメラ，デジタルカメラおよびビデオカメラレコーダー
20,340.1  8.0 
4  8901 船舶 12,206.5  4.8 






7  2710 石油および歴青油， これらの調製品 9,994.5  3.9 
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上位 10 品目の合計 126,128.9  49.7 
100
2005 年 （単位：100 万ドル，％）
HS　Code 品目名 金額 シェア
1  8703 乗用自動車その他の自動車 27,256.1  9.6 
2  8542 集積回路 24,357.1  8.6 
3  8525 ラジオ放送用またはテレビジョン用の送信機器， テレビ
ジョンカメラ，デジタルカメラおよびビデオカメラレコーダー
20,195.1  7.1 
4  2710 石油および歴青油， これらの調製品 15,109.2  5.3 
5  8901 船舶 14,970.7  5.3 






8  9013 ＬＣＤその他光学機器 8,499.6  3.0 
9  8473 機械部品 7,979.9  2.8 
10  8708 自動車部品 7,719.0  2.7 
上位 10 品目の合計 146,031.0  51.3 
2006 年
HS　Code 品目名 金額 シェア
1  8703 乗用自動車その他の自動車 30,597.2  9.4 
2  8542 集積回路 25,613.7  7.9 
3  2710 石油および歴青油， これらの調製品 19,934.5  6.1 
4  8901 船舶 19,695.4  6.1 
5  8525 ラジオ放送用またはテレビジョン用の送信機器， テレビ
ジョンカメラ，デジタルカメラおよびビデオカメラレコーダー
18,158.2  5.6 
6  9013 ＬＣＤその他光学機器 14,492.5  4.5 
7  8529 電気機器部分品 13,485.1  4.1 
8  8708 自動車部品 9,458.1  2.9 






上位 10 品目の合計 168,764.0  51.9 
( 出所 ) World Trade Atlas. 元データは韓国通関統計。
( 注 )　 ％は輸出総額に占める割合。
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